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中小企業の経営の特質
−基盤技術を担う中小企業を対象に−
里 　 見 　 泰 　 啓
Managerial Characteristics of Small and Medium-sized Enterprise;
Focusing on SMEs providing Fundamental Technology 
 
Satomi Yasuhiro
Extensive measures and systems are developed by the central and local governments to 
support small and medium-sized enterprises (SMEs). Coordination with the real picture of SME 
and its managerial logic would be necessary for strengthened policy effectiveness. From such 
point of view, the paper focuses on SMEs providing fundamental technology and considered to 
contribute to the economic growth and development, and explores their managerial logic. The 
paper sees the logical basis of SME’s management as the significance of business management 
which SME owners understand and aims to clarify the characteristics. 
SME owners think of business management as what is subjectively perceived on the inside. 
The paper tries to make an analysis through a qualitative study on SME owners using participant 
observation including an interview to understand what's inside of SME owners. 
SME owners assume their responsibilities as business manager throughout life and spent their 
personal assets on business. Business management is an entire way of life for them and the work 
and business ethics they have and their business values and norms reflect their fundamental 
management logic. SME owners think that business growth is not the growth in size, but 
sophisticated business with improved skill and technology and creating added values in response 
to the needs of the times. They also think that the base of business is to continue high-value 
added management based on advancement of skills and technology. 
国、自治体で中小企業を支援する政策や制度が幅広く展開されている。政策の有効性を高めるに
は、中小企業の実態や経営の論理との整合を図る必要があると考えられる。本稿は、このような問
題意識から、基盤技術を担う中小企業を対象に経済の成長発展に対して貢献型と捉えられる中小企
業の経営の論理を探った。中小企業経営の論理の根本は中小企業経営者が抱く事業経営の意味と捉
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え、経営の特質を明らかにすることを目的とした。
中小企業経営者が抱く事業経営の意味は、自分自身の内面に抱く主観的なものである。そのため
本稿は、中小企業経営者の内面を解釈するためにインタビューを含めた参与観察を基本とする質的
研究により分析を試みた。
中小企業経営者は、生涯にわたって経営者としての責任を負い、しかも個人資産を賭して企業を
経営する。経営は、経営者の生き様そのものであり、経営者が内面に抱く労働観と事業観、事業経
営に対する価値観や規範が基本的な経営の論理に反映している。中小企業経営者にとって企業の発
展とは規模的成長ではなく、技能や技術を進歩させ、時代の要請に応え新しい付加価値を産み出せ
るように高度化を図ることであり、経営の基本は、技能や技術の進歩を基に高付加価値な経営を続
けることである。
１．問題意識
中小企業は、日本経済のなかで大きな比重を占め、あらゆる産業や地域に中小企業が存在してお
り、中小企業に関わる問題が議論されてきた。1999年の改正中小企業基本法では、経済活力の源と
捉えるなど、現在は中小企業が経済の成長発展に貢献する存在という認識は広く共有されていると
考えられる。本稿も中小企業が経済の成長発展に貢献する存在と捉えて検討を進める。中小企業の
役割や貢献は多面的であるが、本稿は戦後日本経済の発展を牽引してきた機械工業のなかの基盤技
術を担う中小企業に焦点を当てる。
これまでの中小企業に関する議論は、マクロレベルもしくは特定の産業や地域といったレベルか
ら中小企業を認識したものが多かった。このようななかで、個々の中小企業の視点で認識する必要
もあるのではないか、というのが本稿の問題意識である。国とともに自治体でも中小企業を支援す
る政策や制度が幅広く展開されている。このような政策や制度の有効性を高めるには、中小企業の
実態や経営の論理との整合を図る必要があると考えられる。
本稿は、このような問題意識から中小企業の基本的な経営の論理を探る。分析は、日本経済の発
展に大きく寄与した機械工業のなかで基盤技術を担う中小企業を対象にする。本稿は、中小企業の
経営の論理の根本は中小企業経営者が抱く事業経営に対する意味づけにあると捉え、中小企業経営
者の内面を解釈する方法により、基盤技術を担う中小企業の基本的な経営の特質を明らかにするこ
とが目的である。
２．日本の分業システムと機械工業の中小企業に関する先行研究
製造業は戦後の日本経済発展の原動力の 1 つであった。日本の製造業、とりわけ一般機械や輸送
機械をはじめとした機械工業は、技術を革新しながら競争力を高め成長した。
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William.J.A.and Kim.B.C.（1985）は、日本の革新は連続的であり、様々な技術の部分改良の累積
による漸進的革新の性格が強いとしている。例えば、 2 〜 3 万点の部品で構成される自動車が典型
であるように、工業製品は様々な技術が複合し完成する。完成品メーカーとともに部品メーカーに
よる技術進歩も日本の工業製品の革新を担っていた。日本では完成品メーカーと部品メーカー、あ
るいは大企業と中小企業が織りなす広範な分業システムが形成されており、この分業システムのな
かに漸進的革新を促進する要因が存在していたと考えられる。
日本の分業システムの特徴を分析した研究には、例えば藤本（1997）がある。藤本（1997）は、
日本の分業システムを構造的特徴と機能論的側面から分析している。機能論的側面では長期継続取
引、少数のサプライヤーの間での能力構築競争、一括外注を日本の部品調達システムの 3 つの特徴
の相互補完性が「擦り合わせ」型製品の競争力の源になっていると分析する。浅沼（1994）は、完
成品メーカーと一次サプライヤーとの長期取引関係のなかでのリスク分担や利潤の確保に関心を寄
せ、自動車産業の部品取引の構造を完成品メーカーと一次サプライヤーへの調査から分析してい 
る1。サプライヤーのうち開発設計能力を持つ承認図メーカーは、開発費や金型製作費を負担する
リスクがあるが、部品単価のなかで開発利益などを確保できる。一方、開発設計能力を持たない貸
与図メーカーの場合は、完成品メーカーが開発費を負担し、開発リスクは負わないが、部品単価は
利が薄い設定となる。浅沼（1994）は、このような完成品メーカーと部品メーカーの間のリスク分
担と利益分配のあり方がインセンティブとなって、承認図メーカーは競争者の少ない先端技術の開
発を目指し、貸与図メーカーは承認図メーカーへの進化を目指すと指摘する。浅沼(1984)は完成品
メーカーと一次下請との間の取引を対象にしているが、青木（1991）はこのようなインセンティブ・
システムを二次、三次へと連なる下請グループ全体に広げて考察している。
浅沼（1984）や藤本（1997）は、必ずしも中小企業に主眼を置いた分析ではなかったわけだが、
分業システムのなかの中小企業の行動にも敷衍できる分析だと考えられる。機械工業の中小企業に
焦点を当てた研究には、渡辺（1997）などがある。このようななかで分業システムのなかで日本の
機械工業における中小企業の役割を明らかにした分析には、関・加藤（1991）がある。
機械工業の部品供給には、溶融結合、成形加工、塑性加工、除去加工、表面処理などの基盤技術
が不可欠である2。これらの基盤技術を基礎に部品を製作する中小企業は、例えば塑性加工のなか
のプレス加工、除去加工のなかでの切削加工といったような特定の基盤技術に専門化し、そのなか
でも部品の形状や材料、生産ロットなどに応じた得意分野を持っている。関・加藤（1991）は、こ
 
1 　この他、浅沼の完成品メーカーとサプライヤーの取引関係についての研究は、浅沼（1983）、（1987）、（1990）、浅沼・菊池（1993）
などがあり、本稿においても参考にしている。
2 　関・加藤（1991）は、機械金属工業の加工工程と加工機能の相互関係から加工機能、加工段階別に中小企業を類型化してい
る。この企業類型のなかに挙げられている機械金属工業の加工機能は次のとおりである。①自社製品の企画、設計能力を持つ
製品メーカー、②製缶・熔接、③鈑金、④プレス、⑤鋳造、⑥鍛造、⑦熱処理、⑧塗装、⑨メッキ、⑩切削、⑪金型・冶工具、
⑫プラスチック成形、⑬プリント基板、⑭賃加工組立、⑮ボルト、ナット、歯車などの機械要素、⑯金属や樹脂メーカー、再生
業などの原材料関係業種、⑰その他の機能を挙げている。関・加藤（1991）はこれらの加工機能を「基礎的汎用技術」、関（1993）
では「基盤的技術」と呼んでいる。近年、国の政策名や資料をはじめ「基盤技術」という用語が多用されていることから、本
稿でも、これらの加工機能を基盤技術と表記する。
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のような中小企業が集積する東京城南地域の機械金属工業の中小企業集積を基盤技術の集積と捉え
て地域工業集積の構造を分析している。東京城南地域には、あらゆる基盤技術が存在することと基
盤技術を高度化させ専門化・特殊化を図る中小企業の存在を指摘している。そして、これらの企業
を中心とした相互補完的ネットワークによって高難度で特殊な仕事の受け入れを可能にし、全国レ
ベルでの機械金属工業のナショナル・センターとして機能していると指摘している。また、基盤技
術の高度化を図る中小企業の存在が東京城南地域の展開の原動力としている。関（1993）はさらに、
中小企業が基盤技術の高度化の担い手であり、研究開発から量産に至る機能の支持基盤として日本
の機械工業の競争力を支えてきたと指摘している。
３．本稿の論点と研究対象
以上みてきた研究は、日本の分業システムが確立され日本経済の強さが評価されていた状況の下
で1980年代から90年代にかけて考察されたものである。その後、日本経済は成熟化するとともに経
済のグローバル化が進展している。関（1993）は、中小企業への関心から「フルセット型構造」を
指摘し、渡辺（1997）は「国内完結型」の生産構造を指摘したわけだが3、東アジアの新興工業国
をはじめ海外との分業体制が確立されるなかで分業システムや中小企業の役割を捉え直さなければ
ならない側面もあると考えられる。ただ、日本の機械工業の分業システムや中小企業の役割を分析
する基本的視点を示唆していると考えられる。
このようななかで、関・加藤（1991）、関（1993）は、機械工業の分業システムのなかでの中小
企業の役割を明確にしている。工業製品に不可欠な基盤技術の領域は、主に中小企業が担ってお
り、日本の中小企業の特質の 1 つとして捉えることができると考えられる。そして、基盤技術を高
度化させ専門・特殊化する行動は、漸進的革新をもたらす部分改良に繋がる中小企業の貢献と捉え
ることができるだろう。本稿は、機械工業のなかでも基盤技術を対象に分析を進める。
浅沼（1984）や藤本（1997）は、完成品メーカーと一次サプライヤーの関係を意識した分析では
あるが、中小企業にも当てはまる側面もあると考えられる4。このなかで浅沼（1984）は、日本の
分業システムには部品メーカーが技術を高めるインセンティブ・システムがあるとしている。ま
た、青木（1991）は、このインセンティブを二次、三次へと連なる下請グループ全体に広げて考察
している。インセンティブ・システムの存在は、部品メーカーあるいは中小企業が技術を高めるた
めの動機づけになる。基盤技術を高度化し付加価値を高めれば、収益性を高め経営の維持発展につ
ながるだろう。ただ、このような外側からの誘因だけではなく、中小企業が主体的に技術を高めよ
 
3 　関（1993）は、ほぼ全ての産業が日本国内に一定の規模で存在することと、新しい製品などを創出する研究開発機能から成
熟製品の量産機能に至る機能を持つことを「フルセット型構造」としている。渡辺（1997）は、原材料は海外に依存するが、
原材料の 1 次加工から完成品に至るまでのすべての製造工程を国内にのみで完結する形態を「国内完結型」としている。
4 　本稿で取り上げる中小企業の他、本稿の分析の基礎となった中小企業の多くが（注 8 参照）、完成品メーカーに取引口座を持
ち一次サプライヤーとして部品供給する取引がある。このような取引では、完成品メーカーとの擦り合わせで合理的な部品仕様
を決定していく、自社で考案した加工技術により部品を製作する場合、有利な単価設定ができるといったことがある。
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うとする要因もあると考えられる。本稿は、この要因を探り、マクロレベルや分業システムという
視野から捉えられた中小企業の役割や貢献を、なぜ果たし得るのかを個別の中小企業経営のレベル
から明らかにする。
所有と経営が一体になっている場合が多いことが中小企業の 1 つと考えられる5。つまり、中小
企業経営者は同時に所有者である。また、個人資産を担保に資金調達するなど、大きなリスクも
負っていることを背景に経営に対する全幅の権限を持ち責任を負っており、経営者の姿勢や考え方
などが経営のあり方に強く反映されると考えられる。経営姿勢の根本には、中小企業経営者自身に
とって事業経営はどのような意味があるのか、あるいは自分の営む事業をどのように捉えているの
かということがあり、このことが大きなリスクを負いながらも意欲的に経営に取り組むか否かを左
右していると考えられる。本稿は、基盤技術を担う中小企業のなかでも技能や技術の進歩に果敢に
取り組み経営基盤を築いているオーナー中小企業経営者を対象に、経営者が抱く事業経営の意味内
容を探る。そして、基盤技術を担う中小企業の経営の基本的な特質を明らかにする。
４．研究方法
中小企業経営者が抱く事業経営の意味は、自分自身の内面に抱く主観的なものである。そのため
本稿は、中小企業経営者の内面を解釈するために一定期間にわたり経営の動向及び経営行動を観察
した中小企業経営者を分析対象とする。具体的には、インタビューを含めた参与観察を基本とする
質的研究により分析を試みる6。
質的研究の基本的特徴は、現実に起きている現象を、その現象に関わる人々の主観や社会的背景
を踏まえて研究対象を内側から理解し再構成して説明する点にある。方法論上の特徴は、研究対象
とする現象や出来事の選定−仮説の設定−対象の選定−データの収集−データのコーディングと概
念化−理論構築という手順をとる点にある。ただし、これらの手順を直線的に追うわけではない。
分析結果が事象の当事者が納得し、研究者や政策担当者などへの説得性を持つためには事象を的確
に捉えた適切な仮説設定、データ作成、理論構築の 3 つの関係を整合的にする必要がある。そし
て、この 3 つの関係を整合させるため、それぞれの段階の作業を試行錯誤を交え同時並行的に進め
 
5 　国税庁の平成22年分「会社標本調査」をみると、資本金 1 億円未満の企業2,531,217社のうち97.2％が、会社の株主等の上位
3 株主が保有する株式数もしくは出資の金額等の合計が、発行済株式の総数または出資の総額などの50％を超える同族会社で
ある。「会社標本調査」は上位3株主が経営者及びその一族とは特定できないが、中小企業では少数の個人が実質的に所有し
ていることが明らかである。また、中小企業庁の調査「企業経営実態調査」（平成10年）は、創業者やその血縁者、大株主個
人をオーナーとし、オーナーが経営の第一線に立つ企業、あるいは実質的な支配権を握っている企業をオーナー企業と定義し、
調査対象企業のうち従業者数50〜99人規模で68.1％、100〜299人規模で64.1％がオーナー企業であったと報告している。
6 　箕浦（1999）は、社会的事実の認識様式には実証主義的アプローチと解釈的アプローチがあるが、心理学研究では統計解
析による既往理論の検証による論理実証主義が科学的という考えが根強いと指摘する。しかし、数値データによる「客観的事
実（データ）」は、一連の知的操作を通して「再構築された事実（realty remake）」であり、解釈的アプローチは「事象や対象
を測定すること」のなかで見失われた「対象を理解する」という了解的スタンスでデータを見ていくと指摘している。本稿は心理
学研究ではないが、中小企業経営者が事業を継続する思いは一面的ではなく、既往の理論では見えない部分を探るため解釈的
アプローチをとる。
　　また、佐藤（2006）は、既往理論の検証に際して採られる統計や数理分析による定量分析と定性分析によるフィー ルドワーク
を二項対立的に捉えず相互補完すべきと強調しながらも、現場に密着するフィー ルドワークは既往の理論では見えない部分を発
見し、理論を生成する点に強みがある方法と指摘する。
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る漸次構造化法をとる7。
本稿が分析対象とする中小企業経営者はこれまでの参与観察を通して、事業の維持発展と承継に
ついて明確な意思があり、経営環境の変化に対応していることを確認している。本稿は、分析対象
の中小企業経営者の持つ主観的論理、事業経験や価値観と主観的論理との関係について、仮説の設
定−データ収集と概念化−概念相互の関係性を明らかにした構造化という手順を漸次構造化法によ
り進めて得た分析結果を提示する。
本稿は、事業の維持発展に強い意思を持ち、経営環境の変化に対して明確な方針の基に環境変化
に対応した経営基盤を構築してきた中小企業について参与観察してきたなかから代表例として 2 社
の中小企業とその経営者を取り上げる。 1 社は、巻ばね加工から始まり、高度な部品製作などに展
開している日伸スプリング、もう 1 社は、研削加工を高度化によって経営基盤を築いている神永研
磨を取り上げる8。日伸スプリングは2004年から、神永研磨は2005年から日々の経営を観察してい
る。
５．分析対象とする中小企業の変遷
５.１.　日伸スプリング
東京都墨田区にある日伸スプリングは、基盤技術の
一つであるプレス技術を使った巻ばね加工から出発
し、現在は金属製の線材や板材を利用した様々な部品
や製品を製作している。
日伸スプリングの代表者である杉田幸道氏は、ばね
工場に勤めていた兄の手伝いをし小学生の頃から、ば
ねの加工に馴れ親しんでいた。杉田氏は高校卒業後、
生命保険会社に就職する傍ら夜間大学で勉学に勤しんでいたが、大学を卒業すると、兄が創業した
ばね工場に入社した。杉田氏は、その工場でばね加工を 3 年間修業した後、1968年に独立し日伸ス
プリングを設立した。独立した杉田氏は周辺のばね工場から注文をもらい、順調な滑り出しであっ
たが、 1 年もすると、ドルショックが起き、注文が激減した。ドルショックの影響が和らいでくる
と、仕事も徐々に戻ってきたが、間もなくしてオイルショックが起き、再び苦しい状況となった。
創業当初からこのような経験をした杉田氏は、ばねのユーザーから直接受注しようと取引先の開
 
7 　質的研究には理論的背景となる認識論の相違からいくつかの手法が生まれている。本稿は、中小企業経営者が内面に抱く主
観を解釈するとともに、今後の同様の分析を続けるための仮説の提示を目指している。そのため本稿は、Glaser and Strauss
（1967）、Flick（1995）、木下（1999、2003）などを参考に、研究対象が持つ主観的視点に焦点を当てる立場、以後の研究で
の応用可能性を重視したグランデット・セオリー・アプローチの手法を参考に分析を試みた。
8 　本稿で取り上げる日伸スプリングと神永研磨の他、新栄スクリーン、目黒機械彫刻製作所、川田製作所、タマチ工業（以上、
東京都品川区で操業）、東日本金属、浜野製作所、チバプラス、笠原スプリング製作所、深中メッキ工業、（以上、東京都墨田
区で操業）、昭和製作所、大野精機、(以上、東京都太田区で操業)、田代合金所（東京都台東区で操業）、シンワモールド（栃
木県足利市で操業）についても本稿の問題意識と同じ問題意識の下で参与観察を続けている。本稿の分析結果は、上に示し
た中小企業経営者にも共通している事項をまとめたものである。
会社概要
企業名 株式会社　日伸スプリング
所在地 東京都墨田区京島 3 丁目7-15
代表者 杉田幸道
資本金 1000万円
従業者数 10名
事業内容
線バネ、板バネのフォーミン
グ加工、金型製作
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拓に努めた。新しい取引先からの注文が次第に増え、1976年に初めて従業員を雇った。
日伸スプリングの特徴の一つは、ばね加工を核に線材や板材を様々な形状に加工できる点にあ
り、その契機になったのは、仕入先の鋼材問屋から螺旋模様のアームバンドの製作を依頼されたこ
とである。杉田氏は、アームバンド用の巻ばねを加工するため、専用のコイリングマシンとともに
組立や溶接などの加工方法を考案した。
この仕事を契機に取引が拡がった。部品商社やメーカー、周辺の町工場など200社あまりの取引
があり、広い分野から特殊な規格の工業製品用の部品、またファッション雑貨などの注文が同社に
舞い込むようになった。杉田氏は、このような様々な注文に応えるため、線材や板材の加工機を考
案し実用化している。杉田氏は常々、線材や板材の加工法、ばねの性能に影響する熱処理などの関
連技術に関心を持ち、自分の知らない技能や技術の吸収に努めている。独自の機械を考案する際
は、ばね加工の経験や新しく吸収した知見を試行しながら加工機を構想している。同社は杉田氏の
考案する独自の機械を実用化するばかりではなく、設備の導入や線材や板材加工の前後工程を内製
化しながら技能と技術の範囲を広げていく。線材の径に応じたコイリングマシンの増設やワイヤー
フォーミングを導入し、線材の加工範囲を広げた。板ばねを加工するためプレス機も設備した。特
殊な仕様のばねや形状のものを加工するには、金型や冶具、後工程の熱処理や溶接などの工夫も必
要な時もあるため、金型や冶具の製作、熱処理に必要な設備を導入した。この結果、線材や板材の
加工範囲が広がり、加工方法も社内で自在に工夫できるため、同社の様々な注文への対応力が高ま
り、現在の地位を築いている。
同社には、様々な分野から注文があるが、同社の技能や技術の特徴を示すものでは、例えば、巻
ばねで巻ばねを製作する、というものがあった。これは特殊車両に搭載する計測器の部品で、50μ
mほどの線材で1㎜径の1500㎜ほどの長さの巻ばねをつくり、さらにこれを数ミリ径の巻ばね状に
加工するものであった。この部品の製作では、巻ばねの保持方法、加工速度などの加工条件の工夫
が必要であり、巻ばねを巻ばね状にするには、熱処理方法の調整が要となった。航空機用計測器に
使う微細なコイルの製作にも取り組んでいる。これは板材の厚さと幅、コイル径により十数種類の
タイプがあるが、最小のものは概ね厚さ20μm以下、幅は0.2㎜以下の板材を規格品の細線材から
つくり、5㎜程度の径のコイルにするものである。この部品の量産に際しては、微細なコイル加工
用の専用機を構想している。
杉田氏は現在、安全性に優れたC鐶の開発に取り組んでいる。C鐶とは、開閉できるゲートが付
いた金属製の輪で、登山用では身に付けた安全帯とロープを繋ぐカラビナなどに使われてもいる。
この他にも用途は広く、建築資材としても同じ構造の金具が使われている。
2011年 3 月の震災のときに天井が崩落した建築物では、アンカーボルトと天井下地を繋ぐ金具に
C鐶が使われていたが、激しい揺れによりゲートを押し開けられ、アンカーボルトから外れて天井
板が崩落した。杉田氏は、2011年 3 月の震災後、絶対に外れないC鐶の構造を考え始め、試行錯誤
の末、このC鐶を開発している。
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日伸スプリングは、日本経済が成熟化し国内需要が頭打ちになる一方、東アジアの新興工業国が
台頭した影響で、創業以来の主力事業であった巻ばねの受注は減少している。しかし、技能や技術
を進歩させたことによって、受注を多様化し経営を持続している。
５.２.　神永研磨
神永研磨は、東京都大田区で操業している研削加
工の専門工場である。自動車や印刷機、発電設備を
はじめ様々な工業製品で使われるシリンダーやシャ
フトなど金属部品を研削している。
創業者の神永正男氏は高校を卒業した後、自衛隊
を経て大田区にある研削工場に就職し、研削加工の
腕を磨いたという。10年間の修業の後、1979年に大
田区の東糀谷で神永研磨を創業した。
神永研磨が専門とする研削加工は、旋盤やフライス盤などで切削加工された工作物の表面を磨
き、平滑に仕上げていく工程である。この研削加工の良否によって、機械の動作精度や性能が左右
される。自動車のエンジンを例にとると、高速でシャフト類の外径面、シャフトを支える軸受やシ
リンダーの内径面など摺動のある部分は、1/1000㎜単位で表面の凹凸を滑らかにし、粗度を良くす
ることで動作が正確になり、設計性能を安定して出すことができる。また、エンジンの耐久性を高
めることもできる。研削加工は、地味だが重要な工程である。
神永研磨の創業当初は、神永氏の技能を知る周辺の切削加工工場などから注文があった。創業当
時、産業用ロボットが普及を始めており、産業用ロボット用のモーターに使うシャフトを研削する
仕事を中心に受注を確保していった。
神永氏は、研削工場に勤務している時代から、主にシャフトなどの外径を磨く円筒研削を手掛け
ていた。独立した後も専ら円筒研削の注文を受けていたが、内径研削や平面研削の依頼が段々と増
えてきた。内径研削は、中空のシャフトやシリンダーの内側を研き、平面研削は工作物の平面の部
分を研く。神永氏は、仕事仲間や周辺の研削工場に外注し、このような依頼に応えていた。内径研
削や平面研削の単価は高く、内製化すれば収益性を高められると考えた神永氏は、内径や平面を研
削する技能の習得に努めた。
神永研磨が研削する機械部品の材質は、鉄をはじめアルミニウム、ステンレス、超硬で難削材と
いわれるチタンなど種々の金属がある。材質によって強度、硬さ、靱性といった機械的性質が異な
り、要求される粗度に研削するには、それぞれの性質に応じた最適な加工方法を探る必要がある。
研削加工する点には非常に高い熱が発生し、材料の機械的性質が劣化する場合もある。機械的性質
を損なうことなく、研削加工をするには、材質に応じて表面を変質させない砥石車の回転数など、
適切な加工条件についての知識が必要になる。
会社概要
企業名 有限会社　神永研磨
所在地 東京都大田区大森南 1 丁目18-6
代表者 神永正男
資本金 300万円
従業者数 6名
事業内容
一般鋼・アルミニウム・ステン
レス・チタンの精密研磨加工
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神永氏は、研削加工の経験を積み工夫を重ねて、高品質の研削を実現するための加工方法や条件
についてのノウハウを蓄積し、独特な加工法を考案していく。それとともに、仕事の効率を高める
方法も考案していく。例えば、芯と加工物の回転軸を一致させる芯出しという作業が真円度の高い
加工ができるか否かの要となる。芯出し作業は、研削作業に入る前に慎重に行われるのが通常であ
るが、神永氏は研削しながら芯を出す方法を考えて、加工時間を短縮している。また、ゲージを使
わずにテーパー加工する工法なども考案している。
研削は最後の仕上工程であり、神永研磨が受注する仕事は納期までのリードタイムが短い場合が
多い。客が加工物を持ち込み、研削が終わると直ぐに納品に向かうような特急仕事も持ち込まれ
る。神永氏の工夫の積み重ねによって、難しい仕事でも、正確で迅速に対応できる、また、材料を
問わず、円筒、内径、平面研削ができる神永研磨は、取引先や京浜地域の同業者から「研磨のコン
ビニ」と言われるようになる。そして、バブル崩壊やリーマンショックの影響を受けながらも難易
度の高い研削加工に対応するとともに受注の幅を拡げ、経営を安定させている。
６．分析
６.１.　中小企業経営者が抱く事業経営の意味内容
基盤技術を担う中小企業 2 社の変遷とその経営者の行動を、基盤技術に関わる技能や技術の進歩
への取り組みを中心に追った。 2 人の経営者は、漸進的ではあるが創業以来の技能や技術を進歩さ
せながら、経営の維持発展に努めている。参与観察から、その背後には自分が経営する事業の維持
発展に対して明確な意思があるといえる。この意思を形成している要因は、中小企業経営者が内面
に抱く事業経営に対する意味づけであり、経営行動に強く反映されている。
事業の維持発展に対する意思は、取引先や金融機関、従業員、地域社会といったステイクホル
ダーとの関係のなかで、ものを造ることの意義を問うことで形成された。それとともに事業を経営
する意味を明確にするプロセスは、経営者になることを決めた動機が出発点になっている。
本稿では、ステイクホルダーとの関係性、事業経営への意味を明確にするプロセスにおいて捉え
た独立創業する動機に基づいて自分が経営者として働くことの目的や捉え方を労働観、事業経営の
目的や捉え方を事業観と呼ぶことにする。
中小企業経営者は、労働観や事業観に基づいて事業を経営するわけだが、自分が営む事業の社会
における価値の意義づけを内面に抱いていく。本稿ではその意義づけを価値観と呼ぶことにする。
中小企業経営者は、この価値観を正当付ける規範を抱くようにもなる。
以下では、中小企業経営者が抱く労働観と事業観、事業経営に対する価値観と規範の内容を明ら
かにしていく。
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６.２.　労働観と事業観
６.２.１.　経営者になった動機
杉田幸道氏と神永正男氏の行動を追うなかで、まず立てた問いは、なぜ、経営者となったかとい
う点である。 2 人とも他の企業に雇われて職業生活を送る選択もできた。経営者になった理由には
経済的動機があった。会社を興し、経営者になれば、サラリーマンであるよりも大きな報酬を得る
可能性もある。
しかし、大きな利得と裏腹に生涯にわたって、経営に対する責任と経済的リスクを負うことにも
なる。中小企業の創業者が独立の動機を「一国一城の主を夢見た」と語る場合がある9。これは、
経済的リスクを負ったとしても、誰に指図されるのではなく、自分の責任と裁量で事業を営み、そ
の事業を通じて産み出す付加価値によって自分の労働の価値を確認できる労働の主体者でありたい
という意味と捉えられる。杉田氏と神永氏も同様の考えを持っており、経済的動機とともに、この
ような非経済的動機も創業する重要な動機であった。
経営者になった動機は、労働観と事業観に結びついている。労働観と事業観は、取引先や金融機
関、従業員、また地域社会などステイクホルダーとの関係を通して、自らの労働や事業の意味を探
るなかで形成された。経営者になった動機を満たしながら家業の存在、家業経営者としての存在を
確認できる意味づけとして、内面に形成した自分の労働の目的や捉え方、家業の目的と家業経営の
捉え方である。
６.２.２.　労働観と事業観
杉田氏と神永氏は、自分の責任と裁量で働いて自分の労働の価値を確認する労働の主体者であり
たいという動機から経営者の道を選んだ。労働の価値は、付加価値を産むことで確認するわけだ
が、良いものを造ることを使命とすることに労働の意味があるという労働観を持っている。このよ
うな考えとともに、真摯にものを造り、弛まない創意を持ってより高度な加工や製品の製作に果敢
に挑むという、ものを造ることへの気概を内面に形成している。この考え方や気概は事業観にも反
映している。
事業観をみると、杉田氏と神永氏は、会社は家業であるという事業観を持っている。この事業観
の背景には、家族を支える生業であり会社を所有しているという点もあるが、個人資産を担保に経
営に必要な資金を調達していることがある。事業経営と個人資産は不可分であり、血縁を通して将
来に継続することが望ましいという事業観も持っている。
2 人の経営者は、経済的動機が経営者になる動機の一つであった。事業経営を継続する一義的目
的は自分自身の家族の生計を立て、従業員の生活を支えることである。因みに、会社の業績は景気
変動などによっても左右されるが、従業員への給与支払いを一義としている。売上と利益を可能な
 
9 　Whittaker（1999）。pp.142
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範囲で最大化し、より多くの利得を得たいという意識もあるが、これは奢侈を求めるというより
も、運転資金や投資資金の調達の担保となる資産を蓄積し、事業経営の基盤を磐石にしたいという
考えによるものである。事業の継続のためには、需要の高度化などに対応するため技能や技術の進
歩が不可欠であり、新鋭設備への投資が必要である。そのような投資には、蓄積した資産を基に積
極的な姿勢で臨んでいる。しかし、会社の規模や売上の成長を一義とするような冒険的な投資はし
ない。自分の家族と従業員の生活を支えながら、事業の次世代への承継を図るため継続性が重要と
いう事業観がある。
自分の責任と裁量で自分の労働の価値を確認できる労働の主体者でありたいということが、経営
者になるもう一つの動機であった。 2 人の経営者は、創業以来培ってきた技能や技術を基礎にして
品質の良いものを造ること、創意工夫を重ねて、これまでにない新しいものを造ることに努めてい
る。事業経営は、ものを造ることへの気概を実践しながら自分の労働の価値を確認する営みとする
事業観を持っている。
杉田氏と神永氏は、良いものを造ることを使命とし、喜びとする労働観があり、ものを造ること
への気概を内面に抱きながら、実践することで家族と従業員の生活を支え続けて経営者の責任を果
たしている。同時に、自分の家業経営者としての労働の価値を確認して家業経営者としての存在を
確認しているともいえる。
６.３.　事業経営に対する価値観と規範
これまでにみてきた労働観とものを造ることへの気概、家業に対する事業観は、取引先や金融機
関、従業員、また社会全般との関係を通して、自らの労働や家業の意味を探るなかで形成した。事
業経営に対する価値観やものを造る行為に対する規範は、社会における家業の正当性や価値を明確
に意義付けるために、ものを造ることへの気概や事業観を昇華させて内面に抱いたものである。そ
して、事業の維持と発展に対する強い意思を形成する要因になっている。
子供の頃から身体に沁みついた仕事だから続けていきたいと思って創業したと言う杉田氏は、巻
ばねの技能や技術を工夫をして他社が思いも寄らない加工法を考えて様々な部品や製品の製作を可
能にしてきた。そして、「できないことがあると、自分に対して、こん畜生と思う。絶対造ってや
ろうと思う」と語っている。これは、杉田氏のものを造ることへの気概を語った言葉である。杉田
氏はこのような姿勢で事業を経営するなかで、「創意を持って価値あるものを最高の品質で供給す
る限り、自分のやっていることは正しい。この仕事を永く続けていけるようにしたい」と自分が営
む事業に対する価値観を語っている。これは、杉田氏が製作する部品が社会が求める工業製品を構
成しているという事実から、事業の拠り所となる技能や技術の有用性、その技能や技術を駆使し
て、ものを造る行為の有用性に対する自負から生まれた価値観である。そして、社会的に有用なも
のと自負する技能や技術を進歩させることは、工業製品の性能や品質の向上、新製品の実用化に繋
がり、社会の要請に応えた新しい付加価値を産む価値ある行為と意義づけている。また、杉田氏は
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「思うように儲けられないが、誰も真似できないような技術を考えて、金持ちになれれば最高」と
語る。これは自分の持っている技術を基に事業を真面目に営み、その結果、多くの利得を得ること
ができたとすれば、自分や事業の価値や存在意義の証になるという意味での言葉であった。この言
葉の背後には、社会にとって有用な事業の経営によって得た利潤や報酬は正しいものという考え方
がある。
杉田氏は、自分が営む事業が社会的に意義があるものであるためには、真摯にものを造り、弛ま
ず創意を持って技能や技術を進歩させていかなくてはならない、という考えを持っている。これは
杉田氏の経営に対する規範であり、価値観の正当性を裏付けるものである。
神永氏は、「若いときは腕を磨くことに必死」で「腕が上がって、一層難しい仕事ができるよう
になるのが楽しかった。この気持ちは今も変わらないよ」と語る。段取り替えなしのテーパー加工
法をはじめ様々な技術を考案したことについて「腕を磨くことに必死」で「誰もやっていないこと
を考え出すのは楽しい」と語っている。これは、ものを造ることへの気概を語った言葉である。そ
れとともに「研磨加工によって、高性能な工業製品が完成する。小さな工場だけど、意義のあるこ
とをやっていると思う」、「腕を磨いていくことが、工業製品の品質の向上や新しい工業製品の開
発につながる」と事業の社会的意義を語っている。また、「腕を磨いて、工夫をして得た利益は正
当なものだ」と利益や報酬の正当性を語っている。
神永氏は、ものを造ることへの心境を日本刀を例にとりながら「長い時間をかけて技を鍛えて、 
真面目に刀に向かい合うから、業物ができるんだよ」と語る。これは、真摯にものを造り、弛まず
創意を持って技能や技術を進歩させるべき、という規範を示すための言葉である。神永氏の 2 人の
子息は神永研磨の仕事に就いている。神永氏は、自分のこのような思いを引き継いでいってもらい
たいと言う。
杉田氏と神永氏には、良いものを造ることを使命とすることに労働の意味があるという考えがあ
る。この考えの延長線上に、真摯にものを造り、弛まず創意を持ってより高度な加工や製品の製作
に果敢に挑むという、ものを造ることへの気概を内面に持っている。ものづくりへの気概は、家業
経営やものを造る行為に対する規範になっていると考えられる。このような規範の実践は、社会に
とって有用な価値を産み出すことに繋がっている。そして、ものを造ることの規範に則って操業し
ているかぎり、事業は社会的に正当な価値を持つものと判断している。
この価値観や規範は、個人資産を賭すというリスクを負いながらも経営環境の変化に対応し事業
の維持発展を図る意欲の支えになっている。
７．考察
基盤技術を担う中小企業の経営者が持つ事業観、事業に対する価値観や規範をみてきた。中小企
業経営者は、自分が営む事業を家業と捉え、血縁を通じて承継したいという考えを持っている。そ
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して、自分の家族と従業員の生活を支えることを目的に日々、経営に努め、事業の継続を重要視し
ている。中小企業経営者のこのような事業観をみると、中小企業は現状維持に徹した成長性に乏し
い展開している印象を受けるかもしれない。従業者規模なども経営基盤を築いた後は大きく変わっ
ていない。
しかし、中小企業経営者はものを造ることへの気概を実践しながら事業を経営し、従業員の生活
を支えて経営者の責任を果たすことは、自分の労働の価値を確認する営みとする事業観を持ってい
る。技能や技術の進歩に努め、高度な部品などの製作に挑んで需要の変化や経済情勢の変動といっ
た経営環境の変化にも対応し、個人資産を賭すという大きな経済的リスクを負って事業の継続を
図っている。そして、中小企業経営者の意欲を支えているものは、一つは、事業の拠り所となる技
能や技術は社会にとって有用なものとし、その技能や技術を進歩させることは意義ある行為であ
り、社会にとって有用な事業の経営によって得た利潤や報酬は正しいものという価値観である。も
う一つは、この価値観を裏付ける、真摯にものを造り弛まず創意を持って技能や技術を進歩させる
べきという規範だと考えられる。
基盤技術は先端技術ではないが、様々な工業製品に不可欠な技術である。先進的な工業製品の創出
には、基盤技術の高度化が求められる。本稿で取り上げた経営者をはじめ基盤技術を担う中小企業経
営者は、創業以来拠り所にしている専門特化した技能や技術の進歩に取り組み、先進的な要請に応え
ている。本稿で取り上げた中小企業経営者の労働観と事業観、また価値観と規範に照らしてみると、
このような中小企業経営者にとって発展とは、会社の規模的成長ではなく、技能や技術を進歩させ、
時代の要請に応え新しい付加価値を産みさせるように高度化を図ることだと考えられる。そして、経
営の基本は、技能や技術の進歩を基に高付加価値な経営を続けることだと考えられる。
中小企業経営者を所有と経営が分離した企業のなかで内部昇進によって一定の任期を代表を務め
る経営者と対比すると、中小企業経営者は、生涯にわたって経営者としての責任を負い、しかも個
人資産を賭して企業を経営する。経営は、経営者の生き様そのものであり、経営者が内面に抱く事
業観、事業経営に対する価値観や規範が企業のあり方に反映し、経営の論理になると考えられる。
これが中小企業のダイナミクスを産み、日本経済の成長発展に貢献する存在と捉えられる特質だと
考えられる。
（さとみ　やすひろ・本学経済学部非常勤講師）
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